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米国物価変動会計に関する
監査基準の変遷について
明神信夫
1. はしがき
アメリカにおいては，石油ショック後の物価上昇を契機として， 1970年代
半ばから1980年代半ばまでの10年間，物価変動会計情報の開示が要求され，
それまでの理論的検討の時代から実験という形ではあったものの実践の時代
を経験した。すなわち， SECは1976年 3月に会計連続通牒第 190号 (Acco-
unting Series Release No. 190, 以下ASR190と略称）！）を発表し， 一定
規模以上の SEC登録企業に対し一定の項目についての取替原価情報を財務
諸表の補足情報として開示することを要求した。 1979年にはSECに代わっ
て FASB(財務会計基準審議会）が基準書第33号 (Statementof Financial 
Accounting Standards No. 33, 以下SFAS33と略称）『財務報告と物価
変動』2)で，一定規模以上の企業に対し，一般物価変動と個別価格変動の影響
に関する補足情報の開示を要求した。 しかし，この SFAS33には多くの批
判がなされ，また物価も沈静化し始めたことから， FASBは1984年にSFAS
33から一般物価変動会計情報の要求を削除する基準書82号（以下SFAS82
と略称）3) を発表した。 しかしその 2年後の1986年には物価変動会計情報
1) Accounting Series Release No. 190, "Notice of Adoption of Amendments 
to Regulation S-X Requiring Disclosure of Certain Replacements Cost 
Data", March 23, 1976. 
2) FASB, Statement of Financial Accounting Standards No. 3, Financial 
Reporting and Changing Prices, September 1979. 
3) FASB, Statement of Financial Accounting Standards No. 82, Financial 
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の開示は任意とする旨の基準書89号（以下SFAS89と略称）4)が出され， こ
こに1976年から続いた物価変動会計情報の開示も事実上終わりを告げた。
この間，1977年5月にはアメリカ公認会計士協会監査基準審議会(Auditing
Standards Board, 以下ASBと略称）は， 監査基準書第18号 (Statement
on Auditing Standards No. 18, 以下SAS18と略称）『非監査取替原価情
報』5)を発表し， 取替原価情報に対する監査人の関与6)に関する基準を明ら
かにした。そして， SFAS33が公表された年の 1979年12月には， 監査基準
書第27号『財務会計基準審議会が要求する補足的情報』（以下SAS27と略
称）7)が公表され， FASBが要求する補足情報全般に対する監査人の関与の
基準を明らかにし， 翌 1980年 6月には， 監査基準書第28号『物価変動の影
Reporting and Changing Prices: Elimination of Certain Disclosures (an 
amendment of FASB Statement No. 33), November 1984. 
4) FASB, Statement of Financial Accounting Standards No. 89, Financial 
Reporting and Changing Prices, December 1986. 
5) AICPA, Statement on Auditing Standards No.18, Unaudited Replacement 
Cost Information, May 1977. 
6)取替原価情報に対する監査人の関与とは， CurtisNorton によれば， まず第一
に，多くの公認会計士事務所のマネージメント・サービス部門が，新しい要求に直
面した依頼人への援助一一例えば，依頼先職員の教育・訓練，さらにある場合には
基本的情報システムの開発および計算方法の示唆等＿に積極的に関わったとい
うこと，第2に，会計士は依頼人の会計記録に相当熟知しているがゆえに，取替原
価の開示と関係を有するということ。すなわち，取得原価による財務諸表と取替原
価数値との間に，ある種の関連が存在する。取得原価による財務諸表の監査を行っ
た会計士は，その結果として間接的ながら取替原価計算と関係を有することになる
と述べている。 CurtisNorton, "A. S. R. 190: Liability and Safe Harbor Rules", 
The CPA Journal, February 1978, p. 18. 
また，非監査財務諸表と監査人との関係については， AICPAの監査手続委員会
により1967年9月に公表された監査手続書第38号『非監査財務諸表」（これは後に
監査基準書第1号第516節に組み入れられた。）に記載されている。
7) AICPA, Statement on Auditing Standards No. 27, Supplementary lnforma-
tion Required by the Financial Accounting Standards Board, December 1979. 
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響に関する補足的情報』（以下 SAS28と略称）8)が公表され， この基準書と
SAS27の両基準書で SFAS33に対する監査人の関与を取り扱うことになっ
たのである。 しかし， SFAS89が発表され， 物価変動会計情報の開示が任
意とされることにより，適用される監査基準は第 8号『監査済財務諸表を含
む書類におけるその他の情報」（以下 SASSと略称）9)へと変化した。
ASR190, SFAS 33, SFAS 82, SFAS 89にもとづく情報は， すべて「非
監査事項」となっている。非監査事項であるから，監査人は監査をする必要
はない。 しかし，上述の監査基準に基づき， 「限定された手続」を実施す
る，いわゆる「レビュー (Review)」を行うことが求められている。
本稿では， まずこのレビューの内容並びにその保証レベルについて考察
し，次いで物価変動会計に関する規定の変化にともなう監査基準書の内容の
変遷について検討することにする。
2. レビューとその保証水準
監査人は，財務諸表が一般に認められた会計原則に準拠して作成されてい
るかどうかを判断するために，一般に認められた監査基準に基づいて監査を
実施することを第一の任務としているが，その他にもさまざまな業務契約を
行っている。例えば，財務諸表を作成することを頼まれたり，あるいは書類
の表示内容の信頼性についての結論を表明するよう頼まれたりする。このよ
うな契約を，監査人が報告書の中で提供することのできる保証の水準に某づ
いて分類すれば，「検証 (examination)」， 「レビュー (review)」,「合意し
た手続(agreed-uponprocedures)」そして「コンパレーション (compila-
tion)」となる。ここでは，本稿で問題とするレビューを明確にするために，
「証明契約のための基準書 (Statement on Standards for Attestation 
8) AICPA, Statement on Auditing Standards No. 28, Supp!ementary Jnforma-
tion on the Effects of Changing Prices, June 1980. 
9) AICPA, Statement on Auditing Standards No. 8, Other Information in 
Documents Containing Audited Financial Statements, December 1975. 
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Engagements : SSAE)」の定義を借りて，当該レビューと検証の二つにつ
いて，次に記載することにする10)0
「検証 (examination)」一ー表示内容 (assertion) が，設定されたある
いは述べられた規準(criteria)に準拠して記載されているかどうかに関し，
高い水準の保証を提供することを意図した契約。検証は，間違った結論を発
表することのリスクを適切な低い水準に制限するのに充分な手続の実施を含
む。監査は，検証による証明契約である。
「レビュー (review)」—中程度の保証の水準だけを提供することを意
図した契約。表示内容の信頼性を評価するために専門家が実施する手続は，
専門家が検証で実施するほど広範囲ではない。手続は，一般的に，質問と分
析的手続から成っている。
したがって，検証すなわち監査では，財務諸表が一般に認められた会計原
則に準拠して適正に表示されているかどうかに関し，監査人の意見に合理的
な根拠を与えるため，適格にして十分な監査証拠を，実査，立会，質問，及
び確認によって入手し，絶対的ではないが高い水準の保証を提供しようとす
るものであり， それゆえに報告書において「積極的保証 (positiveassur-
ance)」を提供することになる。
一方， レビューでは，監査人は，通常，質問や分析的手続から成る「限定
された手続」を実施するだけであり，確証を得るような手続を必要としない
ので監査と比較してはるかに少ない仕事量となる。したがって，保証の水準
も監査より低く，監査人の責任も監査に比べて低いものとなる。それゆえに
報告書において「消極的保証 (negativeassurance)」を提供することにな
る11)。すなわち， 「限定された手続」を実施するわけだから， たとえ監査人
10) D. R. Carmichael and John J. Willingham, Auditing Concepts and Methods 
—a guide to current叩 ditingtheory and practice—, Fifth edition (McGraw-
Hill, Inc., 1989) pp. 531~ 532. 
11) L血.,pp. 532~533. 
James A. Casin, Paul D. Neuwirth, and John F. Levy editors, CasばsHand-
book for A呻 tors,Second edition (McGraw-Hill, Inc., 1986) p. 43-14. 
米国物価変動会計に関する監査基準の変遷について（明神） (257)63 
がいかなる重要な誤謬も発見できなかったとしても，監査人はこのような誤
謬はまったく存在しないと大きな自信を持って結論づけることはできない。
それゆえに，監査人は， 「レビューされた情報について行われるぺきなんら
かの重要な修正事項を検出しなかった」という消極的表現を，暗黙的に，ま
たは明示的に監査人が伝えるという方法による限定された保証の形をとるの
が「消極的保証」である12)0 
以上をまとめると下記の表になる。
業務別の保証水準・性質および手続
業務の性質 I保鰍準 l保証の性質 l 手続の性質と範囲
検証（監査） 高い保証 積極的保証
監査人の意見に合理的な根
拠を与えるのに充分な手続
中程度の 消極的保証 質問や分析的手続に通常限レビュー 保証 定される
3. 要求された補足情報とその他の情報に対する監査人の関与
年次報告書には，基本財務諸表以外に多量の情報が記載されている。この
基本財務諸表以外の情報の中には， FASBによって作成・公表を要求され
た情報もあれば，企業が任意に作成・公表している情報もある。前者の情報
は「要求された補足情報 (RequiredSupplementary Information)」と呼
ばれ，後者は，「その他の情報 (OtherInformation)」と呼ばれている。
要求された補足情報は，その他の情報とは異なり， FASBゃSECによっ
て， 一定の企業についての財務報告の不可欠な部分であると考えられてお
り，その結果として， FASBゃSECは， その測定と表示についてのガイド
ラインを設けている。物価変動会計情報に関して言うならば， ASR190は
12) James A. Casin, Paul D. Neuwirth, and John F. Levy editors, op. cit., 
p. 43-14. 
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SECによって要求された情報であり， SFAS33とSFAS82(SFAS 33の改
訂版）は， FASBによって要求された補足情報である。しかし， SFAS89
により当該情報の開示は任意となったがために， この情報は「その他の情
報」となった。
ところで，基本財務諸表以外の情報に対しては，長年の間，いかなる責任
も監査人にはないとされてきた。監査人の役割は，財務諸表との関与に伝統
的に制限されていたからである。それ故に，監査人は，監査済財務諸表に追
加されるその他の情報について監査すること，あるいは報告することを要求
されなかった。しかしながら，長い間にわたって年次報告書は，しだいに多
くなる財務諸表の補足情報を利用者に提供するために，しだいに拡大されて
きた。 1970年代の初期に， SECは，新しい情報のいくつかは不正確に， ま
たは誤解を与えるような方式で提供されたことに関心を抱くようになり，そ
の情報に対してなんらかの責任を受け入れるよう監査人に促した。監査人の
伝統的な監査済財務諸表との関与の枠を越えた最初の監査人の役割の増大
は， 1975年に発行されたSASSからであった13)。
さらに， 補足情報に対する関心を一層増大させたものとして FASBの概
念的フレームワーク計画の影響が挙げられるであろう 14)。1978年に FASB
によって発行された財務会計概念に関するステイトメント第 1号『営利企業
の財務報告の基本目的』の第5バラグラフには， 次のように記載されてい
る。
「本ステイトメントにおける基本目的は，財務報告に関する目的であり，
財務諸表によって伝達される情報に限定されてはいない。財務報告および財
務諸表は，基本的に同一の基本目的を持っており，財務諸表のほうが有用な
情報をより一層提供できる場合もあるが，また財務諸表以外の財務報告の手
段のほうが有用な情報をより一層提供できる場合もあり，さらにかかる財務
諸表以外の手段を用いなければ，有用な情報を提供できない場合もある15)。」
このように，このステイトメントでは，財務諸表への関心よりも財務報告を
めぐる関心へと焦点が拡大されているのである。
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このような FASBの概念的フレームワーク計画の影響に加えて， 1979年
2月に発表された FASB基準書第25号『石油・ガス産出会社に対するある
会計要件の延期』および1979年 9月に発表された前述の SFAS33,すなわ
ち，基本財務諸表に対する補足情報としての石油・ガス埋蔵量情報に関する
基準書と，物価変動会計情報の開示に関する基準書の発行は， AICPAの
ASBに， この新しい種類の情報に対してどのようなレベルの監査人責任が
適切であるのかを考えさせることへと導いていった。
ASBは， このような要求された補足情報に対して次のような考え方を抱
いたようだ。つまり，「要求された補足情報は， FASBによって， 一定の企
業についての財務報告の不可欠な部分であると考えられている。 したがっ
て，たとえそれが一般に認められた会計原則に準拠した財務諸表の適正な表
示にとって必要でないとしても，もし監査人がこの新しい種類の情報の信頼
性を高めることになるのであれば，財務情報の利用者は便益を得ることにな
るであろう。補足情報を誤解させることになれば，財務諸表を誤解させるこ
とと同様に，利用者の投資決定や信用決定に対して不利な影響を与えること
になる。」16) というものである。したがって， 監査人は， 要求された補足情
報に対して，監査のような高い保証を提供するようなことは必要ではないと
しても，一定の限定された手続を適用することによる中程度の保証は提供す
べきであるとの判断が行われたのであろう。 1979年12月に ASBが発行した
SAS27は，このような判断に対する一定の回答である17)。
13) Ibid., pp. 43-9~43-10. 
14) Ibid., p. 43-6 
15) FASB, Statement of Financial Accounting Concepts No.1, Objectives of 
Financial Reporting by Business Enter. 炒ises,November 1978, para. 5. 
平松一夫・広瀬義州訳「FASB財務会計の諸概念J中央経済社， 198齢民 12頁。
森川八洲男監訳「現代アメリカ会計の基礎概念』白桃書房，昭和63年， 49頁。
16) James A. Casin, Paul D. Neuwirth, and John F. Levy editors, op. cit., 
pp. 43-11~43-12. 
17) Ibid., p. 43-12. 
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この「要求された補足情報」に対する監査人の関与について明確にした
SAS27が発行されたことにより， SASSは， 「その他の情報」を取り扱う
監査基準として明確に位置づけされた。
以下では， 物価変動会計情報に関する規定がASR190, SF AS 33 (その
後SFAS82で一部改訂された）， そして SFAS89と変わるのにともなって，
監査基準書の方も SAS18, SAS 27と28,そしてSASSと変化した内容を，
主として，監査人が適用すべき手続の種類と報告を必要とする状況に関して
比較検討することにする。
4. 物価変動会計情報に関する監査基準
(1) 監査基準書第18号「非監査取替原価情報』 (SAS18)の概要
前述したように， SECは1976年 3月に ASR190を発表し，一定規模以上
のSEC登録企業に対し一定の項目についての取替原価情報を財務諸表の補
足情報として開示することを要求した。これは，物価変動会計情報の開示が
強制された最初のものであった。
SECは，この ASR190を発表するのに先だって， 取替原価データの監査
を必要とすべきか否かについてのコメントを要請した。コメントを寄せた人
達の多くは，履行費用に関する懸念と明瞭な基準の欠如から，取替原価によ
る情報に監査を必要とすることは好ましくないという意見であった。 SEC
は， このようなコメントに応えて， ASR190において， 取替原価情報の監
査を不要とした。しかし， AICPAの監査基準執行委員会 (AuditingStan-
dards Executive Committee, 以下 ASECと略称）に対し，このような場
合に監査人に適用される適切な責任基準を開発するように勧告した18¥
18) Accounting Series Release No.190, "Notice of Adoption of Amendments 
to Regulation S-X Requiring Disclosure of Certain Replacements Cost 
Data", March 23, 1976, in Accounting Series Release and Staff Accounting 
Bulleti匹 (CCH,1977), pp. 3426~3427. 
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このSECの勧告に対し，1977年5月にAICPAのASECは， SAS18『非
監査取替原価情報』を発表し， ASR190の取替原価情報に対する監査人の
関与に関する基準を明らかにした。
(i) 手続について
このSAS18において， 監査人は，取替原価情報に対し一連の「限定され
た手続」，すなわち，レビューを実施すべきであると述べている。 この「限
定された手続」とは，以下の通りである(SAS18, para. 5)。
(a) 取替原価情報がレギュレーション S-Xに準拠して作成・表示された
かを経営者に質問すること。（なお， 監査人が当該情報がレギュレーシ
ョン s-xに準拠していないかもしれないと信じさせるような知識を
入手した場合には，追加質問を実施しなければならないことになってい
る(para.6)。）
(b) 取替原価情報の算出にあたり選択された方法とその方法の選択理由を
経営者に質問すること。これには，現在及び将来の取替計画，ならびに
その産業におこった技術的変化に対する経営者の考慮を含む。
(c) 取替原価情報の基礎となったデータの編成に用いられた手続，ならび
に取替原価情報の基礎となったデータと監査済財務諸表の基礎となった
デークとの関連について経営者に質問すること。例えば，歴史的原価基
準による減価償却計算の際に用いられた耐用年数は，取替原価基準によ
る際のそれと等しいか？ 歴史的原価財務諸表の棚卸資産価額を決定す
る際に用いられた棚卸資産数量は，取替原価情報を決定する際の棚卸資
産数量と等しいか？
(d) 売上原価と販売価格との間の従来からの関係，あるいは技術的に改善
された設備への取替に対する営業費への影響など，いくらかの補足的取
替原価情報の計算に経営者が用いた方法や基礎を質問すること。
(e) 経営者が取替原価情報の計算方法を変更した場合は，前事業年度に用
いられた方法と異なる方法を用いる理由を質問すること。
（なお， このSAS18は，株主向年次報告書の中の非監査取替原価情報
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にも適用される。この株主向年次報告書に物価変動の影響に関する一般説明
としての記述情報が記載されている場合には，監査人はその記述情報を読ん
で，そこに含まれている情報を監査済財務諸表や非監査取替原価情報と比較
することを要求されている(para.11)。）
以上のように， SAS18の「限定された手続」は（株主向年次報告書の中
の物価変動の影響についての記述情報に関するものを除いて）質問だけであ
り，しかも監査人は，その質問に対する経営者の回答を確証するいかなる手
続をも実施する義務を負わないのである。監査人は，ただ，非監査取替原価
情報に関する開示が，経営者の上記の質問に対する応答や財務諸表の監査の
際に入手した他の情報と一致しているかどうかを判断しなければならないこ
とになっている(para.5)。
(ii) 監査報告について
監査済財務諸表に対する監査報告書には，通常，非監査取替原価情報に言
及する必要はないし，またその情報に関して監査人が行った限定手続に言及
する必要もない。したがって，監査人が，非監査取替原価情報と監査済財務
諸表との間に重大な不一致があると結論づけた場合には，監査人は監査済財
務諸表，監査報告書，あるいはその両方に修正が必要であるかどうかを決定
しなければならないことになっている。監査人が，監査済財務諸表とそれに
対する監査報告書に修正の必要がないと結論づけた場合には，監査人はレギ
ュレーション S-Xの規定に準拠するように非監査取替原価情報を修正す
ることを依頼会社に要請しなければならない(para.7)。
SAS18では，以下の場合において，監査報告書にその旨とその理由を記載
するために監査報告書を拡張しなければならないことになっている (para.8)。
(a) 監査人が当該情報はレギュレーションs-xの規定に準拠していない
と結論づけた場合。
(b) 監査人が上記の「限定された手続」を適用できなかった場合。
（株主向年次報告書の中の物価変動の影響に関する記述情報が，下記のよ
うな場合には，監査人は監査報告書にその旨を言及する必要がある。
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(a) 監査済財務諸表または非監査取替原価情報と一致していない場合。
(b) 事実についての重大な誤謬を含んでいる場合(para.11)。）
また，以下の場合においては，監査報告書にその情報に対する意見差控を
記載するよう拡張されなければならない(para.9)。（また，株主向年次報告書
の中の物価変動の影響に関する記述情報の場合も同様である(para.11)。）
(a) 取替原価情報が「非監査」である旨の明瞭な記載がない場合。
(b) 監査人がその情報に対してなんらかの手続を実施した旨の経営者の記
述があるのに，その監査人がその表示された情報に対して意見を表明し
ていない旨の経営者の記述が欠如している場合。
したがって， SAS18では， 当該取替原価情報を「限定付監査報告方式
(exception reporting mode)」に基づく監査報告を採用していることがわ
かる。この方式は，特定の問題となる状況が存在するときにだけ，標準監査
報告書に言葉を追加するという方式である。 したがって， 「明示的監査報告
方式 (explicitreporting mode)」とは異なり，なんら問題がない場合には
取替原価情報に言及するという必要はないし，またその情報に関して監査人
が行った限定手続に言及するという必要もないのである19)。
(2) 監査基準書第幻号『FASBが要求する補足的情報』 (SAS27) と
監査基準書第28号『物価変動の影響に関する補足的情報』 (SAS
28)の概要20)
1979年 9月， SECに代わって FASBが基準書第33号 (SFAS33)「財務
報告と物価変動」を発表し，その中で一般物価変動と個別価格変動の影響に
関する補足情報の開示を一定規模以上の企業に対して要求した。そして同年
19) James A. Casin, Paul D. Neuwirth, and John F. Levy editors, op. cit., 
p. 43-14. 
Jack C. Robertson and Frederick G. Davis, Auditing, Fifth Edition(Business 
Publication, Inc., 1988) p. 816. 
20) 1988年4月に監査基準書第52号『各種の監査基準書ー1987』が発表され， SAS 
27の内容が改訂されるとともに， SAS28は削除された。
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12月には，監査基準書第27号 (SAS27)「FASBが要求する補足的情報』が
公表され， FASBが要求する補足清報全般に対する監査人の関与の基準を
明らかにした。そして翌1980年6月には， 監査基準書第28号 (SAS28) 
『物価変動の影響に関する補足的情報』が公表され， SFAS33に対する監
査人の関与の問題をSAS27とSAS28の両基準書で取り扱うことになった。
なお， SFAS82についてもこの両基準書が適用される。
(i) 手続について
前述したように， FASBが要求する補足情報は， FASBが要求していな
いその他の情報とは明確に区別しなければならない。なぜならば， FASBは，
要求した補足情報を企業の財務報告の不可欠な部分であると考えているから
であり，それ故にFASBは当該情報に関するガイドラインを設けているの
である (SAS27, para. 6)。したがって，監査人は，基本財務諸表以外の情報
を一般に認められた監査基準に準拠して監査する責任を負うものではない
けれども， 財務諸表以外の情報に関する責任をある程度は負うことになる
(SAS 27, para. 4)。
したがってSAS27は， FASBが要求する補足情報に関して，監査人は通
常，以下の手続を適用すべきであると要求している(SAS27, para. 7)。
(a) 補足情報の作成方法に関する経営者への質問。
この質問には次のものを含む。
① FASBが定めたガイドラインの範囲内で補足情報が測定され，表
示されているかどうか。
③ 測定または表示の方法が前年度の方法と異なっているかどうか。変
更されているならばその理由。
③ 測定または表示の基礎にある重要な仮定または解釈に関すること。
(b) 補足情報と下記事項とが首尾一貫しているかどうかの比較。
① 上述の質問に対する経営者の回答。
R 監査済財務諸表。
⑧ 財務諸表の監査中に得たその他の知識。
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(c) FASBが要求する補足情報に関する経営者への確認を，経営者から
得られる特定の確認書の中に含めるべきかどうかを考慮する。
(d) もし必要があれば， FASBが要求する特定の種類の補足情報につい
て他の基準書が規定している追加的手続を適用する。
(e) 上述の手続を適用した結果，監査人が，適用されるガイドラインの範
囲内で情報が測定または表示されていないと考えるならば，質問の追加
を行う。
また， SFAS33に特に焦点を充てたSAS28では， SAS27で明記された
上記の手続を補完する目的で，次の質問を経営者に行うべきであると述べて
いる(SAS28, para. 3)。
(a) 最終事業年度および最近の 5事業年度について表示された情報の源
泉。このような情報の源泉を選択するにあたって考慮された要素。並び
に，企業をとりまく情況の中でそれらを適用することの妥当性。
(b) 恒常ドル額およびカレント・コストの額を算定する際に用いられた仮
定と判断（例えば，資産の取得や除却の方法および時期，並びに，資産
と負債を貨幣と非貨幣のいずれかに分類する場合）。
(c) 棚卸資産および有形固定資産の測定値を(1)歴史的原価／恒常ドル額，
あるいは(2)カレント・コスト額から，より低い回収可能額へと減額させ
ることの必要性。並びにもし減額が必要であれば，回収可能額を見積る
ために用いられた方法を選択した理由とその方法を適用することの妥当
性。
SAS28は， また， SFAS33によって要求された記述情報を読んで，それ
らを監査済財務諸表や物価変動の影響に関する補足データと比較すべきこと
を要求している(SAS28, para. 4)。
(ii) 監査報告について
FASBが要求する補足情報は，非監査事項であって，しかもそれは基本財
務諸表以外のものであるから，監査人は通常，補足情報について，または限
定された手続について述べるために監査報告書の記載事項を拡張する必要は
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ない。 したがって， 物価変動の影響に関する補足情報が， SFAS33に準拠
して作成されているならば，監査人は，監査報告書の中で当該補足情報に関
して言及する必要はないのである。しかし， SAS27は， 下記の場合に，監
査人は監査報告書の記載事項を拡張してその旨を記載することを要求してい
る(SAS27, para. 8)。
(a) FASBが要求する補足情報が省かれている場合。
(b) 監査人が，補足情報の算定または表示について， FASBの規定したガ
イドラインから大きく乖離していると判断した場合。
(c) 監査人は，規定された手続を実施することができない場合。
さらに下記の場合に，監査人は，監査報告書に補足情報に対する意見の差
控を記載するため拡張することを要求されている。
(a) 開示された補足情報に対して監査人が意見を表明していない旨を記載
せずに，ただ監査人が補足情報に関するいくらかの手続を実施したとい
う指摘のみを企業が補足情報と共に含めている場合(SAS27, para. 9)。
(b) 経営者は， FASBが要求する補足情報を，基本財務諸表の範囲内に記
載し，それを非監査事項と明示しない場合(SAS27, para. 10)。
また SAS28では， SFAS33によって要求された記述情報の内容が， 下
記の場合に，監査人は監査報告書の記載事項を拡張してその旨を記載するこ
とを要求している(SAS28, para. 4)。
(a) 監査済財務諸表もしくは他の補足情報と重要な不一致がある場合。
(b) 事実についての重大な誤謬を含んでいる場合。
なお， FASBが要求する補足情報は，企業の基本財務諸表の作成に用いら
れる財務会計または財務報告の基準を変更するものではないので，上述した
監査報告書記載事項の拡張を必要とする情況があったとしても，一般に認め
られた会計原則に準拠した財務諸表の表示の適正さに関する監査人の意見に
影響を与えるものではない(SAS27, para. 8)。
さて， SAS 27および28は， SAS18と同様に， 限定された手続（レビ
ュー手続）を要求し，特定の問題となる状況が存在するときにだけ，監査報
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告書に言葉を追加するという「限定付監査報告方式 (exceptionreporting 
mode)」にもとづく監査報告を採用していることがわかる。したがって，重
要な問題をなんら検出しない場合には補足情報に関して言及する必要はない
し，またその情報に関して監査人が行った限定手続に言及する必要もない。
しかしながら， 要求された手続が質問だけであった SAS18に比べ， 物価
変動の影響に関する補足情報のレビューは SAS27と28に準拠して行われ
るため，首尾一貫性に関する比較，経営者からの確認書の入手，そして，他
の監査基準書規定の手続の追加等，手続の種類は明らかに増加したしきめ細
かくなっている。また，監査報告書を拡張しなければならないような状況に
関しても同様に詳細に記述されるようになったと言えよう。
(3) 監査基準書第8号『監査済財務諸表を含む書類における
その他の情報』 (SAS8)の概要
前述したように， 1986年に物価変動会計情報の開示は，奨励するが要求す
べきではないとする，いわゆる任意とする旨の SFAS89が発表された。 こ
のため，当該情報は， 「FASBが要求する補足情報」ではなく，「その他の
情報」へと変化することになった。したがって，適用される監査基準書も第
8号『監査済財務諸表を含む書類におけるその他の情報」へと変化した。
その他の情報については，測定と表示に関して，一般的になんらの基準も
設けられていない。 したがって SASSでは， 監査人はその他の情報を確証
するためのいかなる手続をもなす義務を有しないということを明白にしてい
る。ただ， SASSにおいて明記された手続は， その他の情報を読み， そし
て，その情報の内容ないし表示方法が，監査済財務諸表に記載している情報
の内容ないしその表示方法と重要な不一致を生じていないかどうか，ならび
に重要な虚偽事実の記載がないかどうかを考慮することを監査人に要求して
いるだけである。もし監査人が，その他の情報と監査済財務諸表との間に重
要な不一致があると結論づけた場合には，監査人は，財務諸表または監査報
告書もしくはその両方の修正を必要とするかどうかを決定する。もしその他
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の情報が修正を必要とするのに，修正されない場合には，監査人は，重要な
不一致を述べる説明文節を含めるために監査報告書を修正するとか，監査報
告を差し控えるとか，あるいは監査契約を破棄するといったような手段を講
じることを求めている(para.4)。
また，もしその他の情報を読んだ結果，監査人が重要な虚偽事実の記載に
気がついたならば，彼はその問題を被監査会社と討議する(para5)。討議後
になおその疑いが取り除かれない場合には，監査人のとるべき行動はそれぞ
れ特定の状況下における監査人の判断にゆだねられる。例えば被監査会社に
監査人の見解を書面で通知するとか，適切な方策を決定するために監査人の
顧問弁護士に相談する等の処置を講じることを求めている(para.6)。
物価変動会計情報の開示は SFAS89において任意とされたが， 当該SF
AS89において付録が設けられており，開示のための測定及び表示のガイド
ラインを規定している。物価変動会計情報を開示しようとする企業は，この
ガイドラインに準拠してもよいし，他の方法で開示を行ってもよいことにな
っている(SFAS89, para. 3)。したがって，この情報には，通常のその他の情
報とは異なり，準拠することのできる一定のガイドラインが設けられている
ことになる。しかしながら，これに適用される監査基準書は第 8号であるた
め，ガイドラインヘの準拠性を尋ねることやその他のことを質問することに
ついてはなんら規定されてはいない。単に当該情報を読み，そしてその情報
の内容ないし表示方法が，監査済財務諸表に記載している情報の内容ないし
その表示方法と重要な不一致を生じていないかどうか，ならびにその他の情
報に重要な虚偽事実の記載がないかどうかを考慮することを監査人に要求し
ているだけである。たしかに，監査済財務諸表に記載している情報の内容な
いしその表示方法が，物価変動会計デークと一致しているかどうかを調べる
こと，例えば，財務諸表と物価変動会計情報との基礎データが一致している
かどうか，耐用年数が一致しているかどうか，棚卸資産回転率が一致してい
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るかどうか21)等を調べることは有用であろう。しかし，監査人がどの範囲の
ことをどの程度まで調べたらよいのかに関してはガイドラインがなく，すべ
て監査人の判断に委ねられることになる。また，監査人が重要な虚偽事実の
記載に気がついたならば，彼はその問題を被監査会社と討議することになっ
ているが，その後の処置については非常に曖昧であり，とりわけこの問題に
関する監査報告上の取扱いについては明示されてはいない。監査人に大きな
許容度が与えられているとみることもできようが，監査人に不安を与えるこ
とにもなろう。
このように， SASSで規定されたその他の情報に関する監査人の関与は，
ほんのわずかな手続を実施するだけでよい最低レベルのものであり，したが
って保証水準も最低レベルのものであることがわかる。
5. ぉわりに
アメリカにおける物価変動会計情報に関する規定が変わるのにしたがい，
それに適用される監査基準も変化したことをこれまで検討してきた。つま
り， ASR190が実施されている間は SAS18が適用され， SFAS33及び82
が実施されている間はSAS27及び28が適用された。そして， SFAS89に
よって当該情報の開示が任意とされてからは SASSが適用されるようにな
った。
これらの監査基準は， いずれも， 当該情報に監査を要求するものではな
く， レビューを要求した。レビューは，限定された手続を適用するものであ
り，それゆえに保証水準も監査に比較して低いものに成らざるをえず，消極
的な保証を提供するものである。また監査報告も，特定の問題となる状況が
21) K. Fred SkousenとW.Steve Albrechtによって実施された SFAS33に対
する監査人の関与に関する実態調査によれば，このような例があげられている。
K. Fred Skousen and W. Steve Albrecht, Auditor Reviews of Changing Prices 
Disclosures, (AUDITING RESEARCH MONOGRAPH NO. 6, AICPA, 1984) 
拙稿「米国の物価変動会計と監査人の関与について」「関西大学商学論集』第35巻
第5号， 1990年12月， 13~14頁を参照されたい。
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存在するときにだけ監査報告書に言葉を追加する方式の限定付監査報告方式
を一様にとっている。
しかし，これらの監査基準書のレビュー内容はいずれも異なっている。し
たがって保証のレベルも異なっているとみることができよう。 SAS18の手
続は質問だけから成っていたのが， SAS27及び28では，質問に加えて，
首尾一貫性に関する比較，経営者からの確認書の入手，そして他の監査基準
書に規定されている手続を追加すること等，手続の種類を増加させ，よりき
めの細かいガイドラインを提供している。このような要求される手続の増加
は，監査人の保証のレベルを明らかに上昇させたと考えることができる。
この SAS27• 28においてレビューの手続が増加した背景としては， 1978
年に発行された会計及びレビュー業務基準書 (Statementson Standards 
for Accounting and Review Services, 以下 SSARSと略称）第 1号「財
務諸表のコンパレーションとレビュー』22) の影響を考えることができる。こ
れは，まず， 1960年代後半から1970年代にかけて監査基準が数量的にも内容
的にも増大し，その結果として多くの会社にヨリ多くのコストがかかること
になり，財務諸表に対する監査クイプの保証に対してヨリ低いコストの代替
案の開発が必要となってきたこと，ならびに， 1971年のニューヨークでおき
た1136テナント社対マックス・ローゼンバーグ・アンド・カンパニー (1136
Tenants'Corporation v. Max Rothenberg & Company)事件は，多く
の会計士による「非監査業務」の性質の捉え方と，裁判所によるその性質の
捉え方との間には大きなギャップがあることを明白にし，このギャップに橋
をかけようとするには既存の専門的基準が不適切であることを明白にした23)
22) Statements on Standards for Accounting and Review Services No. 1, 
Co~ がlationand Review of Financial State加 1nts,(New York: AICPA, 1978) 
23) Robert D. Miller, "Compilation and Review: standards'impact on risk", 
Journal of Acco畑血cy,July 1983, pp. 62~63. 
1136テナント社対マックス・ローゼンバーグ・アンド・カンパニー事件につい
ては，次の論文が詳しい。檜田信男稿「監査とは 一財務諸表の信頼性の保証と監
査とに関連して一」『税経通信』， Vol.40, No. 9, 1985年7月号， 22頁。
米国物価変動会計に関する監査基準の変遷について（明神） (271)77 
こと，を背景にして，このSSARSというコンパレーションとレビュー業務
に関する公認会計士へのガイドラインが設けられたものである。
このSSARSが発行された翌年の1979年12月にSAS27が発行されている。
SAS27において規定された手続の種類が増えたのも， SSARSの規定がそ
の基礎にあると考えられるし， SSARSが設けられた背景の一つである訴訟
事件に対して公認会計士のリスクを最小にするためにも手続の種類を増加さ
せたものと思われる24)。SSARSが発行された前年に発表されたSAS18の
手続が質問だけから成っていたのと比較すると， このSSARSの影響は大
きいと考えられる。
SFAS89の発表に伴って物価変動会計情報の開示は任意とされ， 当該情
報に対してSASSが適用されることになったが， そこで規定された手続は
ほんのわずかなものであり，監査報告に関しても曖昧さが残されている。こ
の監査基準は監査人の関与が最低レベルのものであり， したがってここに至
って保証水準は最低レベルのものへと移ったといえるであろう。
ところで，この情報（その他の情報）について，監査人の関与を最低レベ
ルのものでよいと位置づけているのは， 当該情報をFASBが要求する補足
情報と区別しているからである。 FASBは，要求する補足情報は一定の企業
の財務報告の不可欠な部分であると考えており， それゆえに要求する補足
情報に関する測定と表示に関するガイドラインを設けている。これに対して
その他の情報は， FASBが要求したものでも， 不可欠なものでもなく， 一
般的にはガイドラインは設けられていない。それゆえに，その他の情報に関
して監査人の関与を最低レベルのままにしているのである。 しかし， SFAS
89に関しては，前述したように，付録が設けられており，そこには開示のた
めの測定及び表示のガイドラインを規定している。物価変動会計情報を開示
24) K. Fred SkousenとW.Steve Albrechtによる実態調査によれば，実際には，
監査基準書で規定された手続よりも多い手続が実施されていた。
K. Fred Skousen and W. Steve Albrecht, op. cit. 
拙稿「前掲稿」を参照されたい。
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しようとする企業は，このガイドラインに準拠してもよいし，他の方法（例
えば， SFAS33あるいは 82で規定された方法）で開示を行ってもよいこと
になっている (SFAS 89, para 3)。 したがって， この情報には， 通常のその
他の情報とは異なり，準拠することのできる一定のガイドラインが設けられ
ていることになる。しかも，この情報は， FASBが「要求しないが，推奨す
る」と述べて，作成・開示を奨励しているものなのである。したがって，こ
の情報は，一般的なその他の情報とは異なり，「FASBが要求する補足情報
に準ずる情報」として位置づけることが適当だと思われる。もしそのように
位置づけすることができるならば，これらの情報に対する監査人の関与は，
一般的なその他の情報とは区別して， SAS 27・28のレベルの関与ほどでは
なくても， SASSの規定を越えるレベルの関与が必要であると思われる。
このSASSは，もちろんSSARS以前に発表されたものであり，それゆえ
にSSARSの影響を受けてはいないものである。今後の見直しの対象となる
べき個所の一つと考えられる。
